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１.事業名

２.担当部署

３.事業の目的

４.事業の概要

５.事業対象

６.事業期間

８.事業評価

９.事業評価理由

10.事業の課題

11.課題の要因

12.令和５年度の方向性

　給食の質の確保及び給食費の保護者負担の軽減が図られた。

　対象施設　認可保育所　10施設、認定こども園　９施設

　　　　　　小規模保育事業所　12施設、事業所内保育事業所　１施設

　　　　　　認可外保育施設　２施設　計　34施設

課題なし

課題なし

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、食材購入費の上昇など、給食実施へ

の影響を抑えるため、令和５年度においても実施する。

執行率（B／A） 95.05%
Ｂのうち

交付金充当額
14,510千円

効果があった

事業始期 令和４年９月 事業終期 令和４年１１月

７.事業費・決算額等

事業費(実施計画上の

計画額)　…Ａ
15,266千円 決算額　…B 14,510千円

市内私立保育所等の児童、保護者、保育事業者

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業効果検証シート

私立保育所等給食材料費原油価格・物価高騰対策事業助成金（保育所分）

市民生活部

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、原油価格・物価高騰による食材購入

費の上昇など、給食実施への影響を抑えるため、私立保育所等に対し助成金を交付し、給食

の質の確保及び給食費の保護者負担の軽減を図る。

　給食用食材購入費の価格上昇分に相当する費用を私立保育所等の事業者に助成する。


